株主総会議事録(定時)テンプレート
※本テンプレートは弁護士監修ですが、会社の規模・決議事項に応じた修正が必要です。役員選任・定款変更・組織再編等の重要決議は、登記申請の根拠資料となるため、必ず司法書士・弁護士のレビューを受けてください。
【株主総会議事録の性質に関する注記】 株主総会議事録は、会社法第318条及び会社法施行規則第72条に基づき、株主総会の議事を記録する書面です。契約書とは異なり、会社が単独で作成する内部文書ですが、本店で10年間、支店で5年間の保存義務があります(過料制裁あり)。本テンプレートは定時株主総会用として設計しています。臨時総会・書面決議の場合は別途調整してください。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、定時株主総会の議事録のひな形です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 自社の情報・議案内容に応じて編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 株主総会開催後、議事録を作成(開催から合理的期間内)
1. 議長及び議事録作成者(取締役)が記名押印(電子契約の場合は電子署名)
1. 本店で10年間・支店で5年間保存(会社法第318条)


第[○○]期定時株主総会議事録

1. 開催日時、場所、開催方法
	項目
	内容

	会社名
	[会社の正式名称(例:○○株式会社)]

	本店所在地
	[都道府県・市区町村・町名・番地・号]

	開催日時
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日([○]曜日) 午前[10]時[00]分 開会

	開催場所
	[住所(例:東京都○○区○○ ○-○-○ 当社本店○階会議室)]

	開催方法
	□ リアル株主総会(物理会場のみ) ☑ ハイブリッド型(物理会場+オンライン) □ バーチャルオンリー型(産業競争力強化法第66条対応・上場会社のみ)


(該当する開催方法にチェック)

2. 当会社の株主の状況
	項目
	内容

	発行済株式総数
	[○○○]株

	議決権を行使することができる株主の総数
	[○○]名

	これらの株主の議決権の総数
	[○○○]個



3. 出席株主の状況
	項目
	内容

	出席株主数(委任状による出席を含む)
	[○○]名

	出席株主の議決権の総数
	[○○○]個

	議決権行使書面による出席株主数
	[○○]名

	オンライン参加株主数(ハイブリッド型の場合)
	[○○]名


(議決権を行使することができる株主の議決権の総数の過半数を有する株主の出席を得たため、本総会は適法に成立した。)

4. 出席役員
	役職
	氏名

	代表取締役
	[○○ ○○]

	取締役
	[○○ ○○]、[○○ ○○]

	監査役
	[○○ ○○]

	会計参与
	○○ ○○

	会計監査人
	○○監査法人 代表社員 ○○ ○○



5. 議長及び議事録作成者
	役職
	氏名

	議長
	代表取締役 [○○ ○○]

	議事録の作成に係る職務を行った取締役
	取締役 [○○ ○○]


(定款の定めにより、代表取締役が議長を務める。)

6. 議事の経過の要領及びその結果
【解説】 議事の中核部分。会社法施行規則第72条に基づき、議事の経過・結果・重要な発言の概要を記載します。報告事項と決議事項を区別。
開会宣言
定刻、代表取締役[○○ ○○]は議長席に着き、本日の出席株主数及びその議決権数を発表し、本総会は適法に成立したことを宣言し、午前[10]時[00]分開会した。

報告事項
【解説】 計算書類等の報告事項。承認決議ではないが議事録には記載が必要。
報告第1号:第[○○]期(令和[○]年[○]月[○]日から令和[○]年[○]月[○]日まで)事業報告の内容及び計算書類の内容報告の件
議長は、第[○○]期の事業報告及び計算書類について、別紙1「事業報告」及び別紙2「計算書類」のとおりであることを報告した。
(会計監査人設置会社の場合) 会計監査人の監査の方法及び結果については、別紙3「監査報告書」のとおりであり、計算書類は法令及び定款に従い、会社の財産及び損益の状況を全ての重要な点において適正に表示していると認められる旨が報告された。

決議事項
【解説】 定時総会の標準的な決議事項を網羅。会社の状況に応じて議案を調整してください。
第1号議案:第[○○]期(令和[○]年[○]月[○]日から令和[○]年[○]月[○]日まで)計算書類承認の件
【決議要件】 普通決議(会社法第309条第1項) 出席株主の議決権の過半数の賛成
【議案の内容】 議長は、第[○○]期計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表)について、別紙2記載のとおり承認を求めた。
【決議結果】
	項目
	数値

	発行済株式総数
	[○○○]株

	議決権数(合計)
	[○○○]個

	出席株主の議決権数
	[○○○]個

	賛成
	[○○○]個

	反対
	[○]個

	棄権
	[○]個


採決の結果、出席株主の議決権の過半数の賛成により、原案通り承認可決された。

第2号議案:剰余金処分案承認の件
【決議要件】 普通決議(会社法第309条第1項・第454条)
【議案の内容】 議長は、剰余金処分案について、次のとおり提案した。
1. 配当財産の種類:金銭
1. 株主への配当財産の割当てに関する事項 1株当たり配当金:金[○○○]円 配当金総額:金[○○○,○○○]円
1. 効力発生日:令和[○]年[○]月[○]日
【決議結果】 採決の結果、出席株主の議決権の過半数の賛成により、原案通り承認可決された。
(賛成 [○○○]個、反対 [○]個、棄権 [○]個)

第3号議案:取締役[○]名選任の件
【決議要件】 普通決議(会社法第309条第1項・第329条)
【議案の内容】 議長は、本日終了の時刻をもって取締役[○○ ○○]、[○○ ○○]、[○○ ○○]の任期が満了するため、取締役[○]名の選任を求めた。取締役の候補者は別紙4「取締役候補者略歴」記載のとおりとし、次の[○]名を推薦した。
	No.
	氏名
	区分

	1
	[○○ ○○]
	再任

	2
	[○○ ○○]
	新任

	3
	[○○ ○○]
	再任


【決議結果】 候補者ごとに採決を行い、出席株主の議決権の過半数の賛成により、いずれも原案通り承認可決された。
各候補者は本総会の場において、就任承諾の意思を表示した(欠席者については就任承諾書をもって意思を表示するものとする)。
各取締役の任期は、選任後[2]年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。

第4号議案:監査役[○]名選任の件(該当する場合)
【決議要件】 普通決議(会社法第309条第1項・第329条)
【議案の内容】 議長は、本日終了の時刻をもって監査役[○○ ○○]の任期が満了するため、監査役[○]名の選任を求めた。監査役の候補者は別紙5「監査役候補者略歴」記載のとおり、次の通り推薦した。
	No.
	氏名
	区分

	1
	[○○ ○○]
	再任


【決議結果】 本議案の採決にあたり、監査役[○○ ○○]の同意を得ていることを確認した。 採決の結果、出席株主の議決権の過半数の賛成により、原案通り承認可決された。
監査役の任期は、選任後[4]年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。

第5号議案:取締役の報酬等の額改定の件(該当する場合)
【決議要件】 普通決議(会社法第309条第1項・第361条)
【議案の内容】 議長は、取締役の報酬等の額について、次のとおり改定を求めた。
1. 取締役全員の報酬総額:年額[○○,○○○,○○○]円以内(現行:年額[○○,○○○,○○○]円以内)
1. 改定の理由:[経営環境の変化・業務量の増加等の理由]
1. 改定後の効力発生:本決議の日
【決議結果】 採決の結果、出席株主の議決権の過半数の賛成により、原案通り承認可決された。

閉会
以上をもって本日の議案の審議は全て終了したので、議長は午前[11]時[30]分閉会を宣した。

7. 議事録作成
上記の議事の経過の要領及びその結果を明確にするため、本議事録を作成し、議長及び議事録の作成に係る職務を行った取締役が次に記名押印する。
(電子契約による作成の場合は、電磁的記録を作成し、議長及び議事録作成者が電子署名を施し、これをもって書面の記名押印に代えるものとする。)

議事録作成日:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

[会社の正式名称]
本店所在地:[都道府県・市区町村・町名・番地・号]

議長 代表取締役 [○○ ○○](印)
議事録作成者 取締役 [○○ ○○](印)
(押印する印鑑は、登記申請に使用する場合は、原則として代表取締役の届出印を使用してください。)

別紙(必要に応じて添付)
別紙1:事業報告
(第[○○]期の事業の概要、対処すべき課題、会社の現況等を記載)
別紙2:計算書類
· 貸借対照表
· 損益計算書
· 株主資本等変動計算書
· 個別注記表
別紙3:監査報告書(会計監査人設置会社の場合)
別紙4:取締役候補者略歴
	氏名
	生年月日
	略歴・主な経歴
	重要な兼職の状況

	[○○ ○○]
	YYYY/MM/DD
	[略歴を記載]
	[兼職を記載]


別紙5:監査役候補者略歴
(別紙4と同様の形式)
別紙6:出席株主一覧
	No.
	株主氏名又は名称
	議決権数
	出席方法(本人/代理人/書面)

	1
	[○○ ○○]
	[○○○]個
	本人

	2
	[○○ ○○]
	[○○○]個
	書面




【参考】書面決議(みなし決議)の議事録例(会社法第319条)
【解説】 株主全員の同意がある場合、株主総会を実際に開催せずに議事録を作成できます(会社法第319条)。本テンプレ末尾に参考として記載。
                株主総会議事録(書面決議・みなし決議)

会社法第319条第1項の規定に基づき、本日、以下の議案について
株主全員から書面又は電磁的記録による同意があったため、株主総会の
決議があったものとみなす旨を、議事録としてここに記録する。

1. 議案(提案された議案)
   第1号議案:[議案の内容]

2. 提案者:[取締役○○ ○○]
   提案年月日:令和[○]年[○]月[○]日

3. 同意した株主及び同意年月日
   ・株主A([氏名又は名称]):議決権[○○○]個・同意日 令和[○]年[○]月[○]日
   ・株主B([氏名又は名称]):議決権[○○○]個・同意日 令和[○]年[○]月[○]日
   ・株主C([氏名又は名称]):議決権[○○○]個・同意日 令和[○]年[○]月[○]日

4. 議決権の合計
   議決権を行使することができる株主の議決権の総数:[○○○]個
   同意した株主の議決権の総数:[○○○]個(全議決権の100%)

5. みなし決議成立日:令和[○]年[○]月[○]日
   (最後の株主の同意の意思表示が当社に到達した日)

6. 議事録作成日:令和[○]年[○]月[○]日
7. 議事録作成者:代表取締役 [○○ ○○]

(同意書面又は電磁的記録の写しは別添)

[会社の正式名称]

議事録作成者
代表取締役 [○○ ○○] (印)

【参考】バーチャルオンリー型株主総会の議事録例
【解説】 上場会社で、産業競争力強化法第66条に基づく経済産業大臣・法務大臣の確認を受け、定款の定めがある場合に開催可能なバーチャルオンリー株主総会の議事録例。
1. 開催日時:令和[○]年[○]月[○]日 午前[10]時[00]分
2. 開催場所:場所の定めなし
   (本株主総会は、産業競争力強化法第66条の規定に基づき、経済産業大臣
    及び法務大臣の確認を受けた、いわゆるバーチャルオンリー型の株主総会
    として開催した。会社法第298条第1項第1号に規定する「株主総会の場所」
    の定めはない。)
3. 開催方法:バーチャルオンリー型(オンライン配信:[ツール名 例:○○]を使用)

4. 出席株主の状況
   (1) オンライン出席株主数:[○○]名
       オンライン出席株主の議決権数:[○○○]個
   (2) 事前議決権行使数:[○○]名
       事前議決権行使数の議決権数:[○○○]個
   (3) 合計出席議決権数:[○○○]個
       (議決権の総数:[○○○]個 / 過半数の出席により本総会は適法に成立)

印紙税について
株主総会議事録は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、印紙税は不要です。
· 株主総会議事録は会社の内部文書であり、契約書・領収書等の課税文書には該当しません。

電子化のすすめ(会社法第318条第1項括弧書き対応)
本議事録は、電子契約サービス・電子署名による電子化が可能です。会社法第318条第1項括弧書きにより、電磁的記録による作成が認められています。
電子化のメリット
· 改ざん検知(タイムスタンプ・電子署名)
· 電子帳簿保存法に自動対応(2024年1月完全義務化)
· 本店10年・支店5年の保存要件への対応容易
· 書面決議(みなし決議)の効率化(株主全員の電子同意取得)
· 遠方・海外株主との同意取得が容易
· 登記申請への活用(電子議事録の利用拡大)
· クラウドで一元管理(過去議事録の検索性)
· 取締役会議事録・各種契約書類等も同一プラットフォームで管理

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、会社の規模・決議事項に応じた修正が必要です。重要な決議は弁護士・司法書士にご相談ください。
会社法上の必須記載事項(会社法施行規則第72条)
以下の事項は必ず記載してください。
· 株主総会が開催された日時及び場所(オンラインの場合はその旨)
· 株主総会の議事の経過の要領及びその結果
· 出席した取締役・執行役・会計参与・監査役・会計監査人の氏名又は名称
· 議長の氏名(議長が存する場合)
· 議事録の作成に係る職務を行った取締役の氏名
保存義務(会社法第318条)
· 本店:10年間
· 支店:5年間(写しを保存)
· 電子化の場合:電子帳簿保存法の保存要件を満たすこと
議事録の閲覧・謄写
株主・債権者は、営業時間内であれば、議事録の閲覧又は謄写を請求できます(会社法第318条第4項・第5項)。閲覧拒否はできないため、議事録は適切に管理してください。
議事録不備のリスク
· 登記申請の却下(役員変更・定款変更等の登記)
· 過料100万円以下の制裁(会社法第976条第8号)
· 株主からの責任追及
· 税務調査での指摘
重要決議の場合の専門家関与
次の重要決議では、必ず司法書士・弁護士のレビューを受けてください。
· 取締役・監査役の選任・解任(登記必要)
· 代表取締役の選定・変更(登記必要)
· 定款変更(発行可能株式数・本店移転等)
· 募集株式の発行(増資)
· 資本金の減少
· 組織再編(合併・分割・株式交換・株式移転)
· 解散(清算手続)
バーチャル株主総会の取扱い
· ハイブリッド型(物理会場+オンライン):全社可能
· バーチャルオンリー型(物理会場なし):上場会社のみ(産業競争力強化法第66条+定款の定め必要)
· 非上場会社でも、書面決議(みなし決議・会社法第319条)を活用すればリモート完結が可能
書面決議(みなし決議)の活用(会社法第319条)
· 株主全員の書面又は電磁的記録による同意が得られる場合、株主総会の実開催を省略できます。
· 中小企業・少人数株主の会社で特に有用です。
· 電子契約サービスでの同意取得が便利。
編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、自社の状況に応じて編集してください。
· 議案は会社の決議事項に応じて追加・削除してください。
· 別紙(計算書類・候補者略歴等)は必ず作成・添付してください。
· 押印する印鑑は、登記申請に使用する場合は代表取締役の届出印を使用してください。
押印の取扱い
· 議事録への押印は、会社法上必須ではありません(2021年法改正でクラウド署名等も認可)。
· ただし、登記申請に使用する場合、原則として議長・議事録作成者の押印(又は電子署名)が必要です。
· 電子議事録は、商業登記法施行規則所定の電子証明書による電子署名により対応可能。
トラブル時の相談先
· 弁護士(会社法・組織再編・株主紛争専門)
· 司法書士(登記申請)
· 税理士(税務上の処理)
· 公認会計士(計算書類の監査)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は法務省・経済産業省等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。重要決議(役員選任・定款変更・組織再編等)では、登記申請の根拠資料となるため、必ず司法書士・弁護士のレビューを受けてください。
